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報告事項
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関連団体運営基準第２０条、第２１条及び第29条に基づき、２０１9年度の関連団体の事業運営状況および事前協
議等の概要について、以下のとおり報告する。

１．第35回「関連団体事業活動審査委員会」概要

（別紙）業務運営状況調査（2019年度）結果報告

２．2019年度関連団体決算に伴う2020配当（予定額）について
（参考）関連団体の決算概要

（１）子会社の決算概要

（２）ＮＨＫ取引の営業利益

（３）ＮＨＫへの財政貢献

＜参 考＞

関連団体運営基準

第２０条〔監査法人等の業務運営状況調査〕

第２１条〔関連団体事業活動審査委員会〕

第２９条〔子会社の配当方針〕



○ 開 催 ２０２０年４月２２日（水） １４：００ ～ １５：３０

○ 会 場 ＊ 新型コロナ感染症に関する「非常事態宣言」をふまえ、外部委員との間で電話会議方式で実施。

関連事業局長以外のＮＨＫ委員は、開催後に委員会の議事内容を確認する特別な形式とした。

○ 出 席 （外部委員） 公認会計士 今井 靖容 * 委員長

弁護士 押野 雅史

大学教授 小塚 荘一郎 （学習院大学法学部）

（NHK委員） 関連事業局長 松居 径

○ 次 第 議題① 2019年度の「審査委員会」活動状況報告 【事務局】

議題② 関連団体の事業活動の適正性を確保するための取り組み報告 【ＮＨＫ委員】

- 子会社管理状況報告（2019年度）

- 関連団体業務運営状況調査の結果報告（2019年度）

- 質疑

議題③ 関連団体の事業運営・事業活動の適正性を確保するための取り組みに

対する助言等 【外部委員】
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１.第35回「関連団体事業活動審査委員会」概要



議題② 関連団体の事業活動の適正性を確保するための取り組み報告 【NHK委員】

▶ 子会社管理状況（２０１９年度）について、協会の監査委員会への報告内容にもとづき説明。

▶ 関連団体業務運営状況調査（２０１９年度）の結果について、別紙（資料末尾）にもとづき説明。

【調査結果の骨子】

（１） 関連団体運営基準への準拠性 ⇒   検出事項あり（１件）

* 重要資産の取得に関する事前協議申請の遅れ

（２） NHK取引の適切な区分経理 ⇒ 検出事項なし（適切に区分経理が行われていることを確認）

（３） 実績原価調査 ⇒ 今後の業務委託契約に活かすよう、調査結果を

調査を受けた団体と委託元部局へ提供し、協議

議題① 2019年度の 「審査委員会」 活動状況報告 【事務局】

▶ ２０１９年度全体をとおし、外部からご意見や苦情等を受け付けた実績はなかった。

▶ 放送法改正に対応し、「関連団体運営基準」ならびに当審査委員会の規程を改正。新たに、審査委員会の

外部委員から「関連団体の事業運営・事業活動の適正性を確保するための取り組みに対する助言等」を

得ることとした。また、委員長の外部化、外部委員比率の増、報告先に協会の監査委員会を追加等した。

▶ （参考） 2019年度の委員会開催実績 ・第32回開催（4/17） ／ ・第33回開催（12/6） ／ ・第34回臨時開催（1/30）
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【小塚委員】

▶ 子会社等のグループのあり方について、問題意識をもって取り組んでいることは理解するが、今グループに

向けられている目は 「無駄なことをしているのではないか」「関連団体が単なる退職者の受け皿となっている

のではないか」というもの。これらの意見に対し、どう説明していくかが重要。各団体の役割は何かということ

について、もっとわかりやすく説明していくことが必要ではないか。

▶ ＮＨＫグループは、常に二つのある意味で矛盾することが世間から言われている。一つは 「肥大化」や「民業

圧迫」の懸念、もう一つが 「国民から集めた受信料をグループ内に利益還元するのではなく、効率よくやって

値下げなどの還元の原資にできないのか」 というもの。この両方の要請に対して、“ 今どういうグループ運営

を目指しているのか ” ということをはっきりとさせた上で、その方向性に合っているかどうかを調査・確認する

ことが必要ではないか。

【押野委員】

▶ コロナの感染者が出た場合は自宅待機によって職場の機能が低下する、また感染拡大を防ぐため在宅勤務

を増やすことで活動効率が低下したりすることが懸念されている。さらに、改正労基法により最低５日の有休

を取得しなければならない状況。規模の小さな団体では影響が大きいのではないか。全体を俯瞰して見る

役割、本体から団体に対し統合した視点でのサポート機能の提供が必要ではないか。

【今井委員長】

▶ 放送法の改正を受け、この委員会の体制・仕組みが変わり、今回から報告を受けた「業務運営状況調査」

について意見する。法改正の趣旨をふまえると、調査の手続きや項目について、新たな調査項目を追加

する等、少し変化を与えたり、見直す可能性はないのか。調査の結果報告を聞く立場からは、検討が必要

ではないかと思う。

▶ 例えば、ある業務について、収支の視点だけでなく、その業務はＮＨＫの子会社でやるべきものかといった

内容的なところも、調査に付け加えてよいのではないか。

議題③ 関連団体の事業運営・事業活動の適正性を確保するための取り組みに対する助言等 【外部委員】
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（1）関連団体運営
基準への準拠性

・検出事項あり（１件）

＜該当団体＞ 一般財団法人ＮＨＫエンジニアリングシステム
＜検出事項＞ 運営基準第12条【事前協議事項】に関し、第16号の

「重要な資産の取得または処分」の事前協議が事後に

（注） 「重要な資産」とは、原則、総資産額の1％相当以上の土地・建物・機材等
としており、今件では、医療用8Kカメラ＝固定資産が該当していた。

⇒ 業務用資産の購入のため、問題のない資産の購入だが、該当の
団体には、事前協議の原則を徹底するよう指導した。

（2）ＮＨＫ取引の
適切な区分経理

・検出事項なし

⇒ 適切に区分経理が行われていることを確認した。

（3）実績原価調査

・関連団体を調査する監査法人において、協会の個別の業務委託契約
の中からサンプル調査を行い、利益率の構造等を確認・分析し、関連
事業局へ報告がなされた。

⇒ 今後の業務委託契約に活かすよう、調査結果を関連事業局から
当該団体と委託元部局へ提供し、協議した。

業務運営状況調査（2019年度） 結果報告

（別 紙）
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２．2019年度関連団体決算に伴う2020配当（予定額）について

⚫配当総額は、株主総会を経て決定するた

め、現在の予定額を表示。

⚫子会社１２社の配当総額は１９.３億円。こ

のうちＮＨＫ受取額は１２.５億円。

⚫コロナの影響の影響が大きく、かつ2020

年度以降の業績悪化が見込まれる団体

は配当を見送る方針。

⚫放送衛星システムからの配当５.１億円を

加えると、配当総額は２４.４億円。このうち

ＮＨＫ受取額は１５.０億円。

（単位百万円：単位未満切捨て）

関連団体合計 2,444 29.6% 1,506

子会社計 1,934 31.0% 1,251

ＮＨＫエンタープライズ（ﾌﾟﾗﾈｯﾄ含む） 688 53.9% 565

ＮＨＫエデュケーショナル 309 63.9% 207

ＮＨＫグローバルメディアサービス 462 52.0% 336

日本国際放送 0 0.0% 0

ＮＨＫプロモーション 0 0.0% 0

ＮＨＫアート 0 0.0% 0

ＮＨＫテクノロジーズ 0 0.0% 0

ＮＨＫ出版 5 2.9% 3

ＮＨＫビジネスクリエイト 365 52.3% 52

ＮＨＫ営業サービス 103 52.7% 85

関連会社計 510 25.4% 254

放送衛星システム 510 25.4% 254

区 分
2020年度

配当予定額
配当性向

ＮＨＫ受取額
（再掲）





２０１９年度決算のポイント

8

① 売上高は１２社の単純合計で２,６２３億円。グループ外取引の減が大きく、
２０１８年度決算に対し△３３億円の減収。

②グループ外取引は６１８億円。２０１８年度決算に対して△４６億円の減収。防災無線関連工事な

どＮＴの減収、文化センターや出版の減収などが主な要因。

③なお、ＮＨＫ取引は１,８２１億円。２０１８年度決算に対し１３億円の増収で過去最高。ＮＥＰやプラ

ネット、Ｇメディアなどの増収が主な要因。

④ 当期純利益は１２社の単純合計で６２億円。２０１８年度決算に対し△１６億
円の減益。

⚫減益の要因は、売上の減に加え、制作系子会社のドラマ関連事業設備の減損処理、新型コロナ

ウイルスの影響などである。





（３）ＮＨＫへの財政貢献 副次収入
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⚫副次収入総額は７５.９億円。

⚫うち、関連団体から収納した副次収入総額は５７.７億円。２０１８年度決算に対し△０．５億円の減収。

番組関係副次収入は、主にＮＨＫワールドプレミアム・ＴＶジャパンの減により二次使用料は減だが、

メディアミックス収入の増があり、全体としては同規模をを確保。

（単位百万円：税抜）

2018年度 2019年度 増 減 備 考

7,830 7,599 △ 231
番組活用副次収入 48.1億円
その他の副次収入 27.8億円

5,837 5,779 △ 57

番組関係副次収入 4,777 4,816 39

二次使用料 2,319 2,144 △ 175 ＮＨＫワールドプレミアム、ＴＶジャパン二次使用料の減

メディアミックス収入 1,239 1,500 261 ＭＭ権料・ＭＭ配分収入の増

催物関係収入等 248 258 9 展博収入の増

放送番組のテキスト出版 969 912 △ 56 語学テキスト減少による減

技術協力・特許許諾 41 55 13

その他 1,018 907 △ 110 施設利用料・受託業務等収入等

区 分

うち 関連団体から収納した
副 次 収 入

副 次 収 入 総 額


